


























































た。23 区からは 14、26 市からは 18、３町
からは２の回答を得た。52 自治体のうち、
回収率は 65％であった。ヒアリングの可否
については、その内容によるということでの
回答を得た自治体を含めると、合計 40 の自
治体であった。小冊子として入手できるとこ
ろは案外少なかった。資料収集には 52 自治
体の統括の東京都は欠かせない。資料を入手
した。ヒアリングは可能との回答を得てい
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る。ヒアリングはしたがって合計41になる。
ヒアリングは共通事項とその自治体独自の質
問等を整理して次年度に実施する。
３．それぞれの自治体の内容の検討のために、関
連する資料の入手とその整理を行った。関連
する資料、及び閲覧可能な部署について、
20 自治体に出向いて関連する会議録等の閲
覧場所の情報センターなどで入手できる資料
を購入した。この作業はまだ残っている。
４．52 自治体すべての子育て支援事業計画を読
み込んでみると、次世代育成支援事業計画と
の関連性（必修記載事項でないため）が見え
にくいところも多い。詳細な事業計画につい
て提示している自治体は、それ以前の次世代
育成支援事業計画との関連性についても、自
治体全体の計画の位置づけについても明確に
なっている。自治体による差異はかなりあ
る。不明確にみえている自治体については、
以前の子育て支援事業計画の位置づけを含め
てあらためて閲覧して理解を深めていくこと
にする。
５．次年度は特徴的な自治体の抽出とその検討、
差異が気になる自治体の問題点の整理、課題
の明確化、東京都（総括自治体）ほかへのヒ
アリングを通して、東京都の抱える子育て支
援事業にかかわる問題点と課題についての検
討、および、子育て支援における自治体、社
会の在り方についての検討があり、その上
で、子どもと地域についての検討を加えて総
まとめをすることにある。
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